
（参考様式１）

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （　　30年　6月分）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

B 基 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

A 介 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

C 実 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

B 基 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

C 初 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

C 初 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

2.8

【備考】

★サービス提供責任者の配置人数確認表（前３か月の利用者平均値）

要介護

要支援・事業
対象者

通院等※

⇒ ÷ 3 ＝ ⇒ ÷ 40 ＝

※通院等乗降介助のみの利用者は、0.1人として計算

　　　第　　３　　週 　　　第　　４　　週
４週の合計

常勤換
算後の
人数

備考

管理者 鹿骨　花子 80 訪問介護員等

職　　種
勤務
形態

資格 氏　　名
　　　　　　　　　　　＊

　　　第　　１　　週 　　　第　　２　　週

港　三千子 80

訪問介護員等 鹿骨　花子 80 管理者

サービス提供責任者 中央　双葉 160

新宿　四郎 80

文京　五郎 48

計 448

a b c a＋b＋c ｄ
(利用者の平均値）

ｄ
(利用者の平均値)

サ責の必要配置人数
(小数第１位に切り上げ)

合計 54.8 54.2 59.3 168.3 56.1

【サービス種類】  　訪問型サービス（国基準と同等）・（緩和型）

160常勤の従業者が当該月に勤務すべき時間数（合計）　

　※（国基準と同等）・（緩和型）のどちらかに〇をつけてください。

56.1 1.4
裏面【記入上の注意事項】を必
ずご確認ください。

１　記入にあたっては、必ず以下の★サービス提供責任者の配置人数確認表に記入することにより、サービス提供責任者の必要配置人数を満たしていることをご確認ください。（緩和型を除く）

２　記入方法等については、裏面の【記入上の注意事項】をご確認ください。

３　勤務形態の欄には、下記区分のとおり記載してください。

勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：非常勤で専従　Ｄ：非常勤で兼務

４　資格の欄には、下記の省略記号を記載してください。

【留意事項】

【　　　年　　月分】

34
利
用
者
数

・利用者の数は歴月ごとの実利用者数とすること。
・新規に指定を受ける場合は推定数とすること。
・常勤換算方法による場合、計算により算出された必要配置人数のうち、配置が必要な常勤の
サービス提供責任者の人数を配置していることを、裏面により確認すること。
・必要配置人数については、小数第１位に切り上げた数とすること。

　月　月　月

35 36

20 18 22

0.8 1.2 1.3

資格の省略記号　介：介護福祉士　初：初任者研修　実：実務者研修　１，２：訪問介護員養成研修１，２級　基：介護職員基礎研修　看：看護師　准：准看護師

①この計算は事業開始後毎月行い、配置基準
を満たしていることを必ず確認すること。

②確認した書類は保管しておくこと。
③計算によりサ責の人数に変更が生じる場合
には、変更届を提出すること。



　

○常勤・非常勤の区分について

○サービス提供責任者の配置基準（緩和型を除く）

※ 平成２７年度の改正で、要件を満たした場合は、利用者の数が５０人又はその端数を増すごとに

　１人以上の配置が可能

・管理者とサービス提供責任者を兼務するような場合にあっては、当該従業員が1日に勤務すべき時間数を、管理業務を行う時間とサービス提供責任者業務を行う時間とに按
分し、記入すること。

・当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいう。雇用の形態は考慮しない。
（例えば、常勤者は4週で160時間勤務することとされた事業所であれば、パート雇用であっても、4週160時間勤務する従業者は常勤となる）

①利用者の数が４０人又はその端数を増すごとに１人以上（「利用者の数」については、前三ヶ月の平均値（実績）を用いる。）

②常勤換算方法とする事業所については、以下に掲げる員数以上の常勤のサービス提供責任者を配置するものとする。
 ａ　利用者の数が四〇人超二〇〇人以下の事業所
　　 常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数から一を減じて得られる数以上
 ｂ　利用者の数が二〇〇人超の事業所
　　 常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数に二を乗じて三で除して得られた数（一の位に切り上げた数）以上
従って、具体例を示すと別表一に示す常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供

３　常勤換算が必要な職種は、４週の合計をすべて足し、当該事業所の常勤の従業者が４週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出してください。

４　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。

５　兼務がある場合は、兼務先及び兼務する職務の内容について、備考欄に記入してください。

６　各事業所・施設において使用している勤務割表等（すでに事業を実施しているときは直近月の実績）により、職種、勤務形態、氏名及び当該業務の勤務時間等が確認でき
る場合は、その書類をもって添付書類として差し支えありません。

○勤務延時間数の計算について

・従業者1人につき、勤務延時間数に算入できる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数を上限とする。
（例えば、常勤が勤務すべき時間数が4週で160時間の事業所において、法人役員等であって4週で172時間勤務する従業員であっても、160時間で計算すること）

【記入上の注意事項】

１　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。

２　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務時間数を記入してください。

利用者の数 ①に基づき置かなければならない常勤
のサービス提供責任者数

常勤換算方法を採用する事業所で必要
となる常勤のサービス提供責任者

40人以下 1 1

40人超80人以下 2 1

80人超120人以下 3 2

120人超160人以下 4 3

160人超200人以下 5 4

200人超240人以下 6 4

240人超280人以下 7 5

280人超320人以下 8 6

320人超360人以下 9 6

360人超400人以下 10 7

別表1
　　　 常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数

裏面


